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順位

1 名古屋港 12.5 東京港 12.2 名古屋港 7.2

2 横浜港 7.2 名古屋港 5.3 神戸港 2.3

3 東京港 6.5 大阪港 5.1 横浜港 2.2

4 神戸港 5.9 横浜港 5.0 博多港 2.1

5 大阪港 4.7 神戸港 3.6 三河港 1.6

6 博多港 3.2 千葉港 3.4 広島港 1.0

7 三河港 2.3 川崎港 2.5 清水港 0.9

8 清水港 2.0 四日市港 1.5 苅田港 0.6

9 広島港 1.3 水島港 1.5 下関港 0.5

10 川崎港 1.0 大分港 1.5 防府港 0.4

輸          出 輸          入 貿易黒字額（貿易収支）
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１．名古屋港の概要

「ものづくり中部」
の特徴

名古屋港は総取扱貨物量、輸出額、貿易黒字額（貿易収支）が日本一の港湾である。
その背後地域に自動車、産業機械、航空宇宙等のものづくり産業を擁し、製造・物流の拠点として重要な役割を担っている。

【港における令和3年貿易額の順位】
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【名古屋港の総取扱貨物量の推移】

【名古屋港における外貿コンテナ取扱量の推移】

254万TEU

完成自動車

2,046万t

自動車部品

920万t

産業機械

293万t

鋼材

239万t

その他化学工業品

204万t

その他

899万t

R3
輸出

4,601万t

【名古屋港の外貿輸出貨物の品目別内訳】

自動車専用船

で主に輸送

コンテナ船

で主に輸送

約1.8億トン

（単位：兆円）



(1)②完成⾃動⾞輸送
の機能強化
（⾦城ふ頭地区）

(2)①コンテナ輸送や
完成⾃動⾞輸送等
の機能維持
（庄内川地区）

(1)①コンテナ輸送の機能強化
（⾶島ふ頭地区）

(1)①コンテナ輸送の機能強化
（鍋⽥ふ頭地区）

庄
内
川

ポートアイランド
（これまでの⼟砂処分場）

《付帯施設》
（1）、(2)②名古屋港の機能強化及び
維持に必要な新たな⼟砂処分場
（中部国際空港沖）

２

２．事業の概要

個別事業名

事業期間 事業費 〔億円〕

前回評価（R1d）からの主な変更内容
前回
評価

今回
評価

前回
評価

今回
評価

名古屋港ふ頭再編整備事業

H21
（2009）

～
R61

（2079）

H21
（2009）

～
R61

（2079）

3,797 4,288
（+13％）

・事業計画の見直しに伴う事業費の増加

前回評価（R1d）との比較 変更無し +491

■事業目的と内容

以下（Ⅰ～Ⅳ）の要因による事業計画の見直しに伴い、事業費が増加したことを踏まえ、
本事業についての投資効果を確認するため、令和4年度の事業評価監視委員会に諮る
ものである。

■令和4年度の事業評価監視委員会において再評価審議を行う理由

【事業実施箇所の位置図】

⻄航路

（1）取扱貨物の増加や船型の大型化等に対応した港の機能強化

①コンテナ輸送に関する施設整備（飛島ふ頭地区、鍋田ふ頭地区）

②完成自動車輸送に関する施設整備（金城ふ頭地区）

（2）港の機能維持

①浚渫（庄内川地区）

②新たな土砂処分場の整備（中部国際空港沖） ※港の機能強化にも資する。

Ⅰ．コンテナ船の大型化に対応した岸壁の構造形式の変更（飛島ふ頭地区）

Ⅱ．ふ頭用地における地盤改良工等の追加（金城ふ頭地区）

Ⅲ．ケーソン据付にかかる施工方法（環境対策、安全対策）の変更（金城ふ頭地区）

Ⅳ．浚渫にかかる施工方法の変更（飛島ふ頭地区、金城ふ頭地区）

図中の丸数字等は本文中の事業内容を指す。



コンテナ輸送の機能強化（飛島ふ頭地区）

整備概要 ・東南アジア航路のコンテナ貨物増加とコンテナ
船の大型化への対応

・震災時のコンテナ輸送の確保

進捗状況 ・コンテナターミナルの一部暫定供用（R4.10）

進捗
見込み

・今後、コンテナターミナルの整備を進め、令和11年
度の整備完了を目指す

完成自動車輸送の機能強化（金城ふ頭地区）

整備概要 ・自動車運搬船の大型化への対応
・モータープールの分散に伴うコスト増への対応
・震災時の完成自動車輸送の確保

進捗状況 ・岸壁(水深12m)（改良）延長80mの施設完成（H29d）

進捗
見込み

・今後、背後ふ頭用地の造成を進め、令和10年度の
整備完了を目指す

コンテナ輸送の機能強化（鍋田ふ頭地区）

整備概要 ・近海航路のコンテナ貨物増加への対応
・周辺道路の渋滞の解消
・船舶航行の制約の解消
・震災時のコンテナ輸送の確保

進捗状況 ・コンテナターミナル（T3岸壁）供用（H24d）
・臨港道路全面供用（H27d）

進捗
見込み

・今後、西航路（拡幅）に着手し、令和10年度の整備
完了を目指す
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３．事業の進捗及び見込みの視点

３

本事業の進捗率は令和4年度時点で31%であり、今後も各地区の施設整備の進捗を図り、整備効果の早期発現に取り組んでいく。

完成⾃動⾞輸送
の機能強化
（⾦城ふ頭地区）

コンテナ輸送や
完成⾃動⾞輸送等
の機能維持
（庄内川地区）

コンテナ輸送の機能強化
（⾶島ふ頭地区）

コンテナ輸送の機能強化
（鍋⽥ふ頭地区）

庄
内
川

ポートアイランド
（これまでの⼟砂処分場）

《付帯施設》
名古屋港の機能強化及び維持
に必要な新たな⼟砂処分場
※順次、進捗を図る

【事業実施箇所の位置図】

⻄航路

コンテナ輸送や完成自動車輸送等の機能維持（庄内川地区）

整備概要 ・飛島ふ頭地区や金城ふ頭地区を利用するコンテナ船
や自動車運搬船等の安全かつ円滑な入出港の確保

進捗
見込み

・今後も継続的に泊地浚渫を実施し、港湾機能の維持
を図る

庄内川から年間約30万m3
の土砂が名古屋港に流下

【庄内川泊地の埋没量の推移】

整備完了

整備中

整備完了

整備中

整備完了 整備中

(万m3)

臨港道路
（道路（進入道路））

臨港道路
（道路（改良））

岸壁(水深12m)(耐震)
【T3岸壁】
延長250ｍ

ふ頭用地

航路・泊地(水深12m)

泊地(水深12m)

伊勢湾自動車道

西航路(水深14m)（拡幅）

岸壁(水深15m)(改良)
延長700ｍ

荷役機械、ふ頭用地

航路・泊地(水深15m)

岸壁(水深12m)(耐震)【W63号】
延長260ｍ

泊地(水深12m)

岸壁(水深12m)(改良)【W85号】
延長80ｍ

ふ頭用地

航路・泊地(水深12m)

泊地(水深12m)

金城ふ頭地区

完成自動車
取扱岸壁

コンテナ
取扱岸壁

庄内川泊地

：庄内川からの流下
土砂の影響範囲

飛島ふ頭地区

朱書きは前回評価（R1d）からの変更内容

泊地(水深15m)



４．事業を巡る社会情勢等の変化

４

設計等の完了や関係者調整、現状不一致等に伴い、事業計画を変更
 事業費の増額 3,797億円 ⇒ 4,288億円 （491億円の増額。コスト縮減分含む）

番号 内 容 増額

Ⅰ

■コンテナ船の大型化に対応した岸壁の構造形式の変更（飛島ふ頭地区）
・当初計画では既存桟橋を有効利用して岸壁を整備する計画であったが、コンテナ船の大型化に対応した荷役機械
を設置するため、岸壁本体に必要な強度を上げたこと、又、土質調査の結果、地盤支持力を高める必要が生じた。

・上記を踏まえ、岸壁延長700m全区間の設計及び施工検討を行い、岸壁の構造形式を変更した。

321億円
コスト縮減

22億円を含む

Ⅱ

■ふ頭用地における地盤改良工等の追加（金城ふ頭地区）
・当初計画では近隣の既往土質調査データをもとにふ頭用地の造成（原地盤の改良は行わない）を実施する計画で
あったが、土質調査の結果、ふ頭用地内の原地盤に軟弱粘性土層が存在することが判明した。

・上記を踏まえ、ふ頭用地の設計及び施工検討等を実施したところ、地盤改良工（PDF工法）の追加及び護岸の構造
諸元の見直しが必要になった。

89億円

Ⅲ

■ケーソン据付にかかる施工方法（環境対策、安全対策）の変更（金城ふ頭地区）
・当初計画では部分的な環境対策を実施しながら、浮遊させたケーソンを曳航して据付を実施する計画であったが、
関係者調整や周辺船舶の航行安全に関する委員会での指導を踏まえ、環境面・安全面から施工方法を再検討す
る必要性が生じた。

・上記を踏まえ、施工検討を実施したところ、環境対策として汚濁防止膜や標識灯等の配置、安全対策として吊曳航
据付方式への変更が必要になった。

57億円

Ⅳ

■浚渫にかかる施工方法の変更（飛島ふ頭地区、金城ふ頭地区）
・当初計画では大部分をドラグサクション（ポンプ）方式による浚渫で実施する計画であったが、実施中の航路泊地及
び泊地の浚渫において、想定地盤と異なる地盤性状（人頭大の岩石点在等）が確認され、浚渫工法を再検討する
必要性が生じた。

・上記を踏まえ、施工検討を実施したところ、グラブ浚渫方式への変更等が必要になった。

24億円

総 計
491億円増額

（488億円⇒979億円）

：事業計画の見直しに伴う事業費の増加



アウトリーチ
48m

コンテナ船

GC重量
920トン

アウトリーチ
63m

コンテナ船

GC重量
1,783トン

・当初計画では既存桟橋を有効利用して岸壁を整備する計画であったが、コンテナ船の大型化に対応した荷役機械を設置するため、岸壁本体に必要
な強度を上げたこと、又、土質調査の結果、地盤支持力を高める必要が生じた。

・上記を踏まえ、岸壁延長700m全区間の設計及び施工検討を行い、岸壁の構造形式を変更した。

新設鋼管矢板

５

Ⅰ．コンテナ船の大型化に対応した岸壁の構造形式の変更（飛島ふ頭地区）・・・＋321億円

■増額理由②：コンテナ船の大型化に対応した岸壁の構造形式に変更

【当初】 【変更】

クレーン大型化
土質調査

利用者要請

【当初】 【変更】
・既設桟橋の撤去

・支持層の見直し

・桟橋新設
・構造の大型化

新設鋼管矢板

既設鋼管矢板

ガントリークレーン重量
920トン

ガントリークレーン重量
1,783トン

上載荷重
【ガントリークレーン重量1,783トン】

上載荷重
【ガントリークレーン重量920トン】

既存桟橋を有効利用

４．事業を巡る社会情勢等の変化：事業計画の見直しに伴う事業費の増加（詳細）

■増額理由①：コンテナ船の大型化に対応した荷役機械に変更

■コスト縮減内容：岸壁桟橋部に高強度鋼管杭を採用し材料費を縮減。加えて鋼管杭の輸送方法の見直し及び継杭箇所の減少により施工費用の縮減。



６

【当初】 【変更】

土質調査

護
岸

部
（
起

債
事

業
）

鋼管矢板 鋼矢板

タイロッド

石材

上部工

圧密促進のための
地盤改良（PDF工法）追加

石材

埋立部
（地盤改良）

鋼管矢板 鋼矢板

タイロッド

上部工

石材

軟弱粘性土層の物性を考慮した構造諸元の見直し
（石材範囲の変更、控え杭諸元等の見直し）

ふ頭用地
（埋立範囲）

【金城ふ頭地区 平面図】

４．事業を巡る社会情勢等の変化：事業計画の見直しに伴う事業費の増加（詳細）

埋立部
（地盤改良）

・当初計画では近隣の既往土質調査データをもとにふ頭用地の造成（原地盤の改良は行わない）を実施する計画であったが、土質調査の結果、ふ頭
用地内の原地盤に軟弱粘性土層が存在することが判明した。

・上記を踏まえ、ふ頭用地の設計及び施工検討等を実施したところ、地盤改良工（PDF工法）の追加及び護岸の構造諸元の見直しが必要になった。

Ⅱ．ふ頭用地における地盤改良工等の追加（金城ふ頭地区）・・・＋89億円

・当初計画では部分的な環境対策を実施しながら、浮遊させたケーソンを曳航して据付を実施する計画であったが、関係者調整や周辺船舶の航行安
全に関する委員会での指導を踏まえ、環境面・安全面から施工方法を再検討する必要性が生じた。

・上記を踏まえ、施工検討を実施したところ、環境対策として汚濁防止膜や標識灯等の配置、安全対策として吊曳航据付方式への変更が必要になった。

Ⅲ．ケーソン据付にかかる施工方法（環境対策、安全対策）の変更（金城ふ頭地区）・・・＋57億円

【ケーソン据付姿図】

【当初】浮遊曳航据付方式

関係者指導
※ルート上で海底地盤

に接触する恐れ

【変更】：吊曳航据付方式

海面

ケーソン

主曳船

主曳船補助曳船

固定式起重機船

ケーソン

海面

（3700t吊級）

実際のケーソン曳航状況

汚濁防止膜の設置範囲

（標識灯、浮標灯、監視船配備）

※岸壁や護岸による締切が完了する

R4末迄、全域を囲う形で設置・管理

【金城ふ頭地区 平面図】

ふ頭用地
（埋立範囲）

航路
航路・泊地
(水深12m)

汚濁防止膜の設置状況
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【金城ふ頭地区 平面図】

硬質粘性土・岩石点在の範囲

（R4d上半期浚渫）

【飛島ふ頭地区 平面図】

４．事業を巡る社会情勢等の変化：事業計画の見直しに伴う事業費の増加（詳細）

硬質粘性土点在の範囲

（R3d下半期浚渫）

硬質粘性土点在の範囲

（R3d末迄浚渫）

・当初計画では大部分をドラグサクション（ポンプ）方式による浚渫で実施する計画であったが、実施中の航路泊地及び泊地の浚渫において、想定地盤
と異なる地盤性状（人頭大の岩石点在等）が確認され、浚渫工法を再検討する必要性が生じた。

・上記を踏まえ、施工検討を実施したところ、グラブ浚渫方式への変更等が必要になった。

Ⅳ．浚渫にかかる施工方法の変更（飛島ふ頭地区、金城ふ頭地区）・・・＋24億円

ドラグサクション（ポンプ）方式による浚渫 グラブ浚渫
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：浚渫箇所

ふ頭用地
（埋立範囲）

発見された硬質粘性土

浚渫配管の破損（ドラグサクション方式）

発見された岩石

ドラグヘッド（吸込口）

ドラグサクション（ポンプ）方式のイメージ

【当初】 【変更】

土質の性状確認



外貿コンテナ、完成自動車の取扱量の将来需要推計

一時的な変動であると思われるが、コロナ禍による世界経済の停滞の影響により、近年、貨物量の減少が大きく、将来の需要量
の減少も想定されることから、今回の事業評価において、最新の取扱実績及び経済指標に基づき、外貿コンテナ及び完成自動車
の取扱量の将来需要推計を見直した。

８

項目

前回評価 今回評価

修正理由

基準年
将来需要推計
（目標年次）

基準年
将来需要推計
（目標年次注1））

外貿コンテナ貨物取扱量
（名古屋港全体）

2,699 [千TEU]
（H30（2018））

3,411 [千TEU]
（R10（2028））

2,539 [千TEU]
（R3（2021））

3,169 [千TEU]
（R12（2030））

3,027 [千TEU]注2）

（R10（2028））

需要量等の減少が大きいため、
最新の取扱実績（R3）及び各種経
済指標に基づき推計

完成自動車取扱台数
(公共岸壁取扱台数）

568[千台]
（H30（2018））

698 [千台]
（R10（2028））

431 [千台]
（R3（2021））

576 [千台]
（R11（2029））

557 [千台]注2）

（R10（2028））

需要量等の減少が大きいため、
最新の取扱実績（R3）及び輸出先
別の取扱推移に基づき推計

注1） 便益算定時においては、各施設の供用年次にあわせ内挿補間した推計値を使用
注2） 比較のため、内挿補間によりR10（2028）年の推計値を算出。【 】内は前回評価からの減少割合

【 △11.3％ 】

【 △20.2％ 】

５．事業の費用対効果分析：将来需要推計の見直し



単年度便益 全体事業便益 残事業便益

便益（B） 合計 7,409 3,932
１．施設整備による効果

a) 大型船舶利用による輸送コスト削減便益（飛島ふ頭地区、金城ふ頭地区、庄内川） 100 1,977 1,108

b) 代替港利用回避による輸送コスト削減便益（鍋田ふ頭地区、庄内川） 190 4,223 1,848

c) 航路拡幅による輸送効率化便益（鍋田ふ頭地区（西航路）） 4.0 70 70

d) 臨港道路整備による輸送コスト削減便益（鍋田ふ頭地区） 1.2 33 -

e) モータープール集約による輸送効率化便益（金城ふ頭地区） 3.0 52 52
２．耐震強化岸壁の整備による効果

f) 大規模地震時における幹線貨物の輸送コスト削減便益
（鍋田ふ頭地区、飛島ふ頭地区、金城ふ頭地区）

72 999 805

g)震災時の施設被害回避便益（飛島ふ頭地区） 2.5 34 34
３．残存価値

h)ふ頭用地、荷役機械の残存価値（鍋田ふ頭地区、飛島ふ頭地区、金城ふ頭地区） 184 20 14

費用（C） 合計（初期投資費用＋維持管理費用＋更新費） 4,311 2,406

費用便益比（B/C） 1.7 1.6

５．事業の費用対効果分析：結果のまとめ

注1） 単年度便益は、割引前最大値を記載（耐震強化岸壁の整備による効果として計上した値には、地震発生確率を考慮）
注2） 便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。
注3） 便益計上期間は、庄内川地区泊地整備事業の期間（H21（2009）～R61（2079））とし、 50年を超えるため、必要な施設更新

費を計上している。
注4） 費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

９

（単位：億円）

感
度
分
析

分析項目 -10% +10% -10% +10%

需要 1.6 1.9 1.5 1.8

建設費 1.8 1.6 1.8 1.5

建設期間 1.7 1.7 1.6 1.6

本事業の総便益（Ｂ）は7,409億円、総費用（Ｃ）は4,311億円、費用便益比（B/C）は１．７となり、残事業（Ｂ／Ｃ）も１．６となること
を確認した。



※1： 輸送コストは、割引前最大値を記載

without時：増深・新設なし with時：増深・新設あり

増深・新設後

※庄内川より流下する土砂を適切に浚渫を
行わない場合、土砂が堆積し、喫水調整が
必要となる。

without時：浚渫なし with時：浚渫あり

バラスト⽔

積み荷

岸壁⽔深⼩

既存施設

飛島ふ頭（R1/R2）、金城（W85、W63） 飛島ふ頭（R1/R2）、金城（W85、W63）

飛島東側（W90/91、W92/R3、R1/R2、W93/W94）、

金城西側（W76-W84、W85）

輸送コスト2,138.0億円/年※1 輸送コスト2,037.5億円/年※1

飛島東側（W90/91、W92/R3、R1/R2、W93/W94）、

金城西側（W76-W84、W85）

バラスト⽔

積み荷

バラスト⽔

積み荷

喫水調整発生 喫水調整の解消
または軽減

喫水調整発生 喫水調整の解消

※1： 輸送コストは、割引前最大値を記載

１０

５．事業の費用対効果分析：本事業における便益の考え方（1/8）

a）大型船舶利用による輸送コスト削減便益（飛島ふ頭、金城ふ頭、庄内川）

飛島ふ頭R1/R2岸壁の増深、金城ふ頭W85号岸壁の延伸、金城ふ頭W63号岸壁の新設、及び庄内川泊地の飛島東側（W90/91、
W92/R3、R1/R2、W93/W94）岸壁、金城西側（W76-W84、W85）岸壁の前面泊地を浚渫することにより、大型船が満載での入港が
可能となり、年間約100億円の輸送コストが削減される。

輸送コスト削減額 100億円/年※2

単年度便益（without-with）

※２： 四捨五入の関係上、合計が合わない場合がある



without時：施設整備なし with時：施設整備あり

※1： 輸送コストは、割引前最大値を記載

荷主

名古屋港

陸上輸送

海上輸送

海外諸港

荷主

名古屋港

陸上輸送

海上輸送

海外諸港

入港不可

入港可

積み荷 積み荷

飛島東側（W90/91、W92/R3、R1/R2、W93/W94）、

金城西側（W76-W84、W85）

飛島東側（W90/91、W92/R3、R1/R2、W93/W94）、

金城西側（W76-W84、W85）

鍋田ふ頭（T3）
鍋田ふ頭（T3）

輸送コスト2,516.0億円/年※1 輸送コスト2,326.4億円/年※1

without時：浚渫なし with時：浚渫あり

神戸港、大阪港、清水港

敦賀港、四日市港 など

※1： 輸送コストは、割引前最大値を記載

※庄内川より流下する土砂を適切に浚渫を
行わない場合、多大な土砂が堆積し、代替
港利用が必要となる。

１１

５．事業の費用対効果分析：本事業における便益の考え方（2/8）

b）代替港利用回避による輸送コスト削減便益（鍋田ふ頭、庄内川）

鍋田ふ頭T3岸壁の整備、及び庄内川泊地の飛島ふ頭東側（W90/91、W92/R3、R1/R2、W93/W94）岸壁、金城ふ頭西側（W76-
W84、W85）岸壁の前面泊地を浚渫することにより、代替港利用が回避され、年間約190億円の輸送コストが削減される。

輸送コスト削減額 190億円/年※2

単年度便益（without-with）

※２： 四捨五入の関係上、合計が合わない場合がある



○船舶(全長175m以上200m未満)
すべての船舶

without時

with時

輸送コスト40.0億円/年※1

輸送コスト44.0億円/年※1すべての船舶×船舶(全長175m以上200m未満)

航路幅350mの西航路では、航路幅の半分（全長175m）以上の大型船舶は航路管制の対象となり、
対面航行が認められておらず、自由に航行できない。

西航路の航路幅を350mから400mへ拡幅することで、新たに船舶の全長が175mから200mまでの船舶
が航路管制の対象から外れ、対面航行が可能となり、輸送効率化が図られる。

※1： 輸送コストは、割引前最大値を記載

※1： 輸送コストは、割引前最大値を記載

１２

５．事業の費用対効果分析：本事業における便益の考え方（3/8）

c）航路拡幅による輸送効率化便益（鍋田ふ頭（西航路））

鍋田ふ頭に繋がる西航路の航路幅を350mから400mへ拡幅することで、船舶の全長が175mから200mまでの船舶については、対
面航行が可能となり、輸送効率化が図られることにより、年間約4.0億円の輸送コストが削減される。

輸送コスト削減額 4.0億円/年※2

単年度便益（without-with）

※２： 四捨五入の関係上、合計が合わない場合がある



※1： 輸送コストは、割引前最大値を記載

without時

輸送コスト6,212.2億円/年※1輸送コスト6,213.4億円/年※1

with時

飛島IC

※1： 輸送コストは、割引前最大値を記載

弥富IC

鍋田コンテナターミナル

0

200

400
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7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

(m)

【渋滞の状況】

ピーク時
渋滞長320m

鍋田進入道路
４車線

鍋田進入道路
２車線

飛島IC弥富IC

鍋田コンテナターミナル

１３

５．事業の費用対効果分析：本事業における便益の考え方（4/8）

d）臨港道路整備による輸送コスト削減便益（鍋田ふ頭）

鍋田ふ頭において、混雑していた２車線の進入道路を４車線に整備することにより、周辺道路の交通渋滞が緩和され、鍋田ふ頭
コンテナターミナルから伊勢湾岸自動車道飛島IC間の走行時間が短縮されることで、年間約1.2億円の陸上輸送コストが削減され
る。

【整備効果：鍋田ふ頭から最寄ICまでの所要時間】

【時間帯別渋滞長】
輸送コスト削減額 1.2億円/年※2

単年度便益（without-with）

※２： 四捨五入の関係上、合計が合わない場合がある

整備前
(2車線)
ピーク時

整備後
(4車線)
ピーク時

鍋田ふ頭－飛島IC
（楠1丁目交差点経由）

約20分 約9分

鍋田ふ頭－湾岸弥富IC
（鍋田進入道路）

約16分 約5分



without時

輸送コスト及び維持管理コスト0.9億円/年※1輸送コスト及び維持管理コスト4.0億円/年※1

with時

自動車運搬船の荷役岸壁に対応するため、ふ頭間の横持ちに要する費用及
びモータープールの維持管理コストが発生

※1： 輸送コスト及び維持管理コストは、割引前最大値を記載

モータープールを集約することにより、ふ頭間の横持ちに要する費用及び
モータープールの維持管理コストが削減される

※1： 輸送コスト及び維持管理コストは、割引前最大値を記載

１４

５．事業の費用対効果分析：本事業における便益の考え方（5/8）

e)モータープール集約による輸送効率化便益（金城ふ頭）

弥富ふ頭、金城ふ頭に点在するモータープールを金城ふ頭に集約することにより、年間約3.0億円のふ頭間の横持ちに要する輸
送コスト及びモータープールの維持管理コストが削減される。

輸送コスト削減額 3.0億円/年※2

単年度便益（without-with）

※２： 四捨五入の関係上、合計が合わない場合がある



without時 with時

輸送コスト3,449.3億円/年※1 輸送コスト2,246.0億円/年※1

※1： 輸送コストは、割引前最大値を記載（地震発生確率は未考慮）※1： 輸送コストは、割引前最大値を記載（地震発生確率は未考慮）

１５

５．事業の費用対効果分析：本事業における便益の考え方（6/8）

f)大規模地震時における幹線貨物の輸送コスト削減便益（鍋田ふ頭、飛島ふ頭、金城ふ頭）

耐震強化岸壁である鍋田ふ頭T3岸壁、飛島ふ頭R1/R2岸壁、金城ふ頭W63号岸壁の整備により、震災時における代替港利用が
回避され、年間約72億円（地震発生確率考慮後）の陸上輸送コストが削減される。

輸送コスト削減額
地震発生確率考慮前 1,203億円/年※2

地震発生確率考慮後 72億円/年

単年度便益（without-with）

※２： 四捨五入の関係上、合計が合わない場合がある



※1： 復旧コストは、割引前最大値を記載（地震発生確率は未考慮）

without時 with時

復旧コスト40.8億円/年※1 復旧コスト0億円/年※1

※1： 復旧コストは、割引前最大値を記載（地震発生確率は未考慮）

１６

５．事業の費用対効果分析：本事業における便益の考え方（7/8）
g）震災時の施設被害回避便益（飛島ふ頭）

５．事業の費用対効果分析：本事業における便益の考え方（8/8）

h)ふ頭用地、荷役機械の残存価値（鍋田ふ頭、飛島ふ頭、金城ふ頭）

飛島ふ頭R1/R2岸壁を耐震強化岸壁に改良することで、震災時に損壊を免れることができ、岸壁の復旧コストとして、年間約2.5
億円（地震発生確率考慮後）の支出が回避される。

本事業の供用終了時に、鍋田ふ頭Ｔ3岸壁、金城ふ頭W63号岸壁のふ頭用地の残存価値、及び飛島ふ頭R1/R2/R3/W91/W92
/W93/W94岸壁の荷役機械の残存価値を約184億円を見込む。

施設被害回避

地震発生確率考慮前41億円/年※2

地震発生確率考慮後2.5億円/年

単年度便益（without-with）

※２： 四捨五入の関係上、合計が合わない場合がある



１）コスト縮減の可能性の視点

２）代替案立案等の可能性の視点

６．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

１７

完成⾃動⾞輸送
の機能強化
（⾦城ふ頭地区）

コンテナ輸送や
完成⾃動⾞輸送等
の機能維持
（庄内川地区）

コンテナ輸送の機能強化
（⾶島ふ頭地区）

コンテナ輸送の機能強化
（鍋⽥ふ頭地区）

庄
内
川

【事業実施箇所の位置図】

⻄航路

引き続き、コスト縮減を念頭に置き、適正工法の選定、ライフサイクルコスト（LCC）低減となるよう努める。

コンテナ輸送の機能強化（鍋田ふ頭地区）

西航路の航行管制を緩和し、輸送効率化を図るためには、西航路の拡幅（浚渫）以外の代替案はない。

コンテナ輸送の機能強化（飛島ふ頭地区）

大型化するコンテナ船への対応により、国際競争力の維持・強化を図るためには、岸壁・水域施設等の整備以外
の代替案はない。

完成自動車輸送の機能強化（金城ふ頭地区）

大型化する自動車運搬船への対応やモータープールの集約により、国際競争力の維持・強化を図るためには、岸
壁・水域施設等の整備以外の代替案はない。

コンテナ輸送や完成自動車輸送等の機能維持（庄内川地区）

庄内川からの流下土砂による埋没への対応により、物流機能の維持を図るためには、航路・泊地（浚渫）以外の代
替案はない。

以上により、事業を継続する。

７．港湾管理者（名古屋港管理組合）への意見聴取結果

８．対応方針（原案）

名古屋港ふ頭再編整備事業は、名古屋港の発展のため重要な事業であり、事業継続が妥当と考えている。なお、今後の事業の
実施にあたっては、本組合との十分な調整を図るとともに、関係者と十分な協議の上、事業を推進していただきたい。
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【ミクロ推計によるコンテナ貨物量の推移】

※名古屋港取扱能力は、既存プロジェクト完成時の値（未採択プロジェクトは含まない）

1
4鍋田ふ頭

（T1,T2,T3）

飛島ふ頭南側
（TS1,TS2）

飛島ふ頭南（W93,W94）

飛島ふ頭NCB（R1～R3）

飛島ふ頭北（W90～92）

飛島ふ頭東側

将来コンテナ貨物取扱量の推計 （参考）

主要品目 推計手法

輸出

自動車部品
完成自動車海外生産台数の伸び及び生産台数1台当たりの自動車部品輸出量
より推計

産業機械
自動車関連産業工場向けの旋盤機や切削加工で使われる「NC工作機械」など
の工作機械であり、完成自動車海外生産台数の伸びにより推計

その他化学工業品
（合成染料、合成樹脂など）

輸出相手地域のGDPの伸びにより推計

輸入

衣服・身廻品・はきもの 日用品輸入量と相関が見られる愛知県の民間最終支出の伸びにより推計

その他化学工業品
（合成染料、合成樹脂など）

国内の化学品市場規模と国内総生産は相関性が見られるため、県内総生産等
の伸びにより推計

特殊品
（輸送用容器）

自動車部品輸出時に使用する折り畳み式のラックであり、自動車部品輸出量と
相関があり、自動車部品輸出量推計値より回帰式にて推計

【主要なコンテナ品目（ｼｪｱ5％以上）の推計方法】

１８

○全体貨物取扱量のうち5%以上を取扱う主要品目については、社会経済指標（愛知県の県内総生産額の将来見通し、輸出相手
地域のＧＤＰの伸び等）により推計した。また、その他の品目については、過去10年間の貨物取扱量からトレンドにより推計し、
目標年次（令和12年）における将来コンテナ貨物量を316.9万TEUと推計した。（ミクロ推計）

○なお、令和12年以降の推計値は「横這い」とした。

【名古屋港のコンテナターミナル位置】

R12以降は横這い

【外貿コンテナの将来貨物量の内訳】

基準年における貨物量 将来取扱量（推計値）注1）

今回
評価

〔R3（2021）〕
2,539 TEU

〔R12（2030）〕
3,169 千TEU

〔R10（2028）〕注2）

3,027 千TEU

前回
評価

〔H30（2018）〕
2,699 千TEU

〔R10（2028）〕
3,411 千TEU

注1） 便益算定時においては、各施設の供用年次にあわせ内挿補間した推計値を使用
注2） 比較のため、内挿補間によりR10（2028）年の推計値を算出



411 
384 

417 

524 
483 

221 

388 400 

466 
507 

569 
570 

526 
532 

568 

457 

301 

431 

576 576 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H
16

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30 R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
10

R
11

R
12

新車 中古車 T/S

（千台）

【完成自動車の将来貨物量の内訳】

基準年における貨物量 将来取扱量（推計値）注1）

今回
評価

〔R3（2021）〕
431 千台

うち、新車 ：117 千台
うち、中古車：181 千台
うち、T/S ：132 千台

〔R11（2029）〕
576 千台

うち、新車 ：199 千台
うち、中古車：226 千台
うち、T/S ：151 千台

〔R10（2028）〕注2）

557 千台
うち、新車 ：189 千台
うち、中古車：220 千台
うち、T/S ：149 千台

前回
評価

〔H30（2018）〕
568 千台

うち、新車 ：213 千台
うち、中古車：157 千台
うち、T/S ：198 千台

〔R10（2028）〕
698 千台

うち、新車 ：230 千台
うち、中古車：220 千台
うち、T/S ：248 千台

【完成自動車の推計方法】

項目 推計方法

新車
名古屋港港湾統計年報より、近年の名古屋港における新車取扱台数の平均値よ
り設定。

中古車
貿易統計における仕向け地別の中古車台数を推計し、仕向け地別に令和3年まで
のトレンド予測による伸び率より設定。

T/S
名古屋港港湾統計年報より、近年の名古屋港におけるT/S取扱台数の平均値より
設定。

将来完成自動車取扱量の推計 （参考）

R11以降は横這い

注1） 便益算定時においては、各施設の供用年次にあわせ内挿補間した推計値を使用
注2） 比較のため、内挿補間によりR10（2028）年の推計値を算出

１９

○最新の取扱実績及び輸出先別の取扱推移のトレンド予測に基づき将来貨物量を推計し、名古屋港の公共バースにおける目標
年次（令和11年）の自動車取扱台数を57.6万台と推計した。

○なお、令和11年以降の推計値は「横這い」とした。

【需要推計の見直しによる自動車取扱量の推移】


